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※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

交付限度額②
（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予

算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

1,110,548
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
187,497

通常分交付限度額
（国のR3予算）

1,155,003
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 2,020,065 102,395 48,594  1,948,916 1,879,086 69,830 - 22,112 443

1 単 通常事
業

78 テレワーク環
境整備事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び行政機能
の維持を図るため、テレワーク及びサテライトオフィス環
境を整備する。
②職員の在宅勤務及びサテライトオフィス勤務等で使用
するパソコンの整備に係る経費
③令和２年度に導入したテレワーク及びサテライトオフィ
ス用端末３００台
【PC賃貸借料】
@167,400円*12ヶ月*1.1(消費税)（300台）＝2,209,680円
【セキュリティソフトライセンス使用料】(162台)349,272円
【資源管理ソフトライセンス使用料】(81台)780,087円
【回線利用料】3,427,536円
合計6,766,575円≒6,767千円
④市職員

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの
加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 6,767 6,767 6,767 R3当初（地）

2 単
通常事
業

12
投・開票所感
染症拡大防
止事業

①市長選挙及び市議会議員補欠選挙において、投・開
票所に感染症予防のための消毒・飛沫防止の措置を講
じる。
②感染対策を講じる消耗品
③手指アルコール消毒剤800円×400本×1.1(消費税)＝
352,000円、873円×200本×1.1＝192,060円、アルコー
ルシート90個 49,500円、アルコールスプレー80個 42,240
円、消毒液用スタンド170個 93,500円、段ボールパー
テーション500円×250枚×1.1＝137,500円、900円（内
税）×55枚＝49,500円、学習机用飛沫防止パーテーショ
ン220組 108,900円、ベルトパーテーション10本 154,880
円、使い捨て鉛筆122,000本 295,900円、ニトリル手袋
980円×100箱×1.1＝107,800円、1,200円×100箱×1.1
＝132,000円、1,250円×40箱×1.1＝55,000円、フェイス
シールド400枚 48,400円、間隔確保用テープ51巻 49,929
円、ポリ袋240袋 19,712円、ポリフイルム3,030円×60本
×1.1＝199,980円、養生シート1,488円×130本×1.1＝
212,784円  合計2,301,585円≒2,302千円
④期日前投票所　5施設、投票所　71施設、開票所　1施
設
　市選挙人名簿登録者　約287,000人
　投票事務従事者、投票管理者・立会人等　約960人
　開票事務従事者、開票管理者・立会人等　約500人

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.11 2,302 2,302 2,302 R3当初（地）

3 単
通常事
業

36
防災活動支
援事業

①避難所における感染拡大防止対策として物資を購入
し、備蓄する。
②③
自動ラップ式トイレ7基×244,000円×1.1＝1,878,800円
屋根付き簡易間仕切り26個×45,500円×1.1＝1,301,300
円
次亜塩素酸水粉末13箱×5,900円×1.1＝84,370円
合計3,264,470円≒3,265千円
④想定避難者数２万人、避難所92か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,265 3,165 3,165 100 R3当初（地）

4 単
通常事
業

36
防災活動支
援事業

①避難所における感染拡大防止対策として物資を購入
し、備蓄する。
②③
自動ラップ式トイレ28基×244,000円×1.1＝7,515,200円
屋根付き簡易間仕切り156個×45,500×1.1＝7,807,800
円
発電機（インバーター機能搭載）46台×110,000円×1.1
＝5,566,000円
蓄電池13台×900,000円×1.1＝12,870,000円
段ボールトイレ30台×2,850円×1.1＝94,050円
非常用排便収納袋15箱（1箱100回分）×14,960円×1.1
＝246,840円
次亜塩素酸水粉末79箱×5,900円×1.1＝512,710円
合計34,612,600円≒34,613千円
④想定避難者数２万人、避難所92か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 34,613 31,393 31,393 3,220 R3補正（地）

110,548

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 埼玉県 1,110,548                                                              1,000,000

地方公共団体名 越谷市 -

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

-国庫補助事業費

1,879,086                                                           55,003                                                                  190,414

2,830                                                                187,497

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

69,830                                                                          - 964,589

地方単独事業費のうち通常事業分 1,494,604                                                           187,497

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

-

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

1,100,000

2,453,048

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

1,298,045国庫補助事業費 46,039

総事業費 補助対
象事業

費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -381,652

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

55,003地方単独事業費のうち通常事業分 23,791

地方単独事業費のうち事業者支援分 1,353,048



11222_埼玉県越谷市_5.xlsxＡ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

5 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）

①高齢者施設への新規入所者に対するＰＣＲ検査の費
用を市が負担することにより、高齢者が新型コロナウイ
ルスの感染の疑いがないことを確認した上で施設入所で
きるよう支援するとともに、重症化リスクの高い方が多く
いる施設内での初期的感染経路を遮断し、感染予防を
支援する。
②PCR検査費用
③令和３年４月から３月までのうち６か月　30件×6か月
＝180件・・・（ａ）
　新たに開設が決まっている施設：合計310床・・・（ｂ）
　特別養護老人ホーム（2施設200床）、サービス付き高
齢者向け住宅（2施設92床）、　グループホーム（1施設18
床）
　（ａ）+（ｂ）＝490　　　490×11,550円＝5,659,500円≒
5,660千円（うち国庫補助金1/2）
④次のすべてに該当する者
(1) 市内の高齢者施設（特別養護老人ホーム、サービス
付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム、老人保健施設、
軽費老人ホーム、グループホーム、養護老人ホーム）へ
の新規入所者で、ＰＣＲ検査を希望する者
(2)６５歳以上の方又は基礎疾患（慢性閉塞性肺疾患、慢
性腎臓病、糖尿病、高血圧、心血管疾患等）を有する者

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期
発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,660 5,660 2,830 2,830 2,830 R2予備費（国）

6 単 通常事
業

高齢者施設
従事者PCR検
査事業

①高齢者施設の従事者に対するＰＣＲ検査の費用を市
が負担することにより、重症化リスクの高い方が多くいる
施設内での感染予防を支援する。
②PCR検査費用
③(1)3,700人×33%×5回×＠11,550円/件（税込）＝
70,512,750円≒70,513千円（４月～６月）
(2)3,700人×60%×4回×＠11,550/件（税込）　＋2,500人
×70%×4回×＠11,550/件（税込）＝183,414千円（７月
～８月）
(1)+(2)＝253,927千円
④対象者
(1)市内の高齢者入所系施設（特別養護老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム、老人保
健施設、軽費老人ホーム、グループホーム、養護老人
ホーム）の従事者で、ＰＣＲ検査を希望する者
(2)市内の高齢者通所系施設（通所介護、通所リハビリ
テーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介
護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多
機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）の従
事者でＰＣＲ検査を希望する者

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期
発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 253,927 253,927 253,927 - - R3補正（地）

7 単 通常事
業

障がい者施設
従事者・新規
入所者PCR検
査事業

①障がい者施設における新型コロナウイルス感染症クラ
スターの発生防止を目的に、入所施設の従事者及び新
規入所者、通所施設の従事者がＰＣＲ検査を希望する場
合の費用を負担する。
②PCR検査費用
③＜４月～６月＞
・障がい者入所施設　23施設　職員355人
　・新規入所者　15人
　　計370人…（ａ）
　新たに開設する施設：従事者 30人…（ｂ）
　（ａ）+（ｂ）＝　400
　400人×62%×5回×＠11,550円/人（税込）＝
14,322,000円
＜７月～１０月＞
・障がい者入所施設　24施設400人…（ｃ）
・障がい者通所施設　70施設700人…（ｄ）
　（ｃ）＋（ｄ）＝　1,100人
　1,100人×70%×8回×＠11,550円/人（税込）＝
71,148,000円
　計　85,470,000円
④対象者
市内の入所施設の従事者及び新規入所者、通所施設の
従事者でＰＣＲ検査を希望する者

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期
発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.10 85,470 85,470 85,470 R3補正（地）

8 単 通常事
業

12
公立保育所
保育環境整
備事業

①３密対策として、適時、換気が必要であるが、網戸が整
備されていない保育室があり、防虫対策に欠けることか
ら、網戸を整備する。また、給食調理室についても、換気
が必要であるが、調理中の室内温度が高まり、空調機の
性能不良により劣悪な環境となるため、空調機の清掃を
行う。これにより、感染防止対策と利用児童及び職員の
健康を守る効果が期待できる。
②、③網戸整備、空調機清掃
網戸整備：30,000円×154か所＝4,620千円
空調機清掃：55,000円×17か所＝935千円
④網戸整備：公立保育所14か所
空調機清掃：公立保育所17か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R3.12 5,555 5,555 5,555 R3補正（地）

9 単 通常事
業

傷病給付金

①②新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、
自営業者やフリーランスなど、様々な形態の被保険者に
おいても休みやすい環境を整備することを目的として新
型コロナウイルス感染症に感染した場合に傷病給付金を
支給する。
③一律10万円×50件＝5,000,000円
④国民健康保険及び後期高齢者医療の被保険者のうち
傷病手当金の対象とならない個人事業主等で新型コロナ
ウイルスに感染等し、療養のため事業を営むことができ
ない方

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人
への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 5,000 5,000 5,000 R3補正（地）

10 単 通常事
業

新生児特別
定額給付金
給付事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大により市民生活にも
たらす影響が長期化するなか、特別定額給付金の対象
とならない令和2年4月28日から令和3年4月1日に出生し
た新生児を対象に、新生児特別定額給付金を支給する。
②③
給付金251人×100千円＝25,100千円
通信運搬費57千円、電算委託料60千円
④令和2年4月28日から令和3年4月1日に出生した新生
児

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人
への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.7 25,217 25,217 25,217 R3当初（地）
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特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

11 単
通常事
業

1

医療機関等に
おける感染症
対策確保事
業

①新型コロナウイルスの感染拡大に備え、必要な防護具
等を確保する。
②感染防護具（ガウン、ズボン、キャップ、シューズカ
バー、ゴーグル、Ｎ９５マスク、手袋）の購入
③感染防護具（ガウン、ズボン、キャップ、シューズカ
バー）500セット×＠3,000円×1.1（消費税）＝1,650千円
　感染防護具（ゴーグル、Ｎ９５マスク、手袋）650セット×
＠2,900円×1.1（消費税）＝2,073,500円≒2,074千円
④医療機関等を対象に市で備蓄

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,724 3,364 3,364 360 R3当初（地）

12

13 単 通常事
業

92 経営支援窓
口設置事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業
者の相談に対応するため、専門家による各種施策の活
用支援や申請サポートなど、事業継続へ向けた支援を行
う。
②③
委託人件費コロナ対応分：30千円*45日＝1,350千円
委託事務費： 150千円
④市内の中小企業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,500 1,500 1,500 R3当初（地）

14 単
通常事
業

92
経営支援窓
口設置事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業
者の相談に対応するため、専門家による各種施策の活
用支援や申請サポートなど、事業継続へ向けた支援を行
う。
②③
委託人件費：＠30千円×160日＝　4,800千円
委託事務費：ＯＡ機器等　700千円
④市内の中小企業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.9 5,500 5,500 5,500 R3補正（地）

15 単
通常事
業

地域振興券
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて落ち込んだ
地域経済の回復へ向けて、プレミアム分を付与した地域
振興券を発行し、市民の消費喚起と事業者の売上増大
を図る。
②地域振興券事業委託料
③地域振興券事業　合計449,966千円≒449,970千円（商
品券印刷　18,916千円、販売  39,300千円、コールセン
ター業務　18,250千円、郵送費等　30,714千円、商品券
保管・廃棄業務等42,786千円、プレミアム分負担300,000
千円）
電子地域振興券事業　合計112,000千円(電子地域振興
券事業委託52,000千円、プレミアム分負担60,000千円）
総合計561,970千円
④18歳以上の市民及び市内事業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 561,970 561,970 561,970 R3補正（地）

16 単
通常事
業

35
廃棄物収集
運搬事業者
支援事業

①新型コロナウイルス感染拡大に伴い、粗大ごみの直接
搬入を制限している中、家庭から排出される粗大ごみ等
の増加による収集運搬業者の業務量増大への対応とし
て、収集車両の増車による必要経費としての委託料の増
額
②委託料の増額
③粗大ごみ等収集運搬委託料
　1台×965,737円※×6か月×1.1（消費税）＝
6,373,864.2円≒6,374千円
④廃棄物収集運搬業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R3.12 6,374 2,874 2,874 3,500 R3補正（地）

17 単 通常事
業

地域商業
キャッシュレ
ス化推進事業

①市内商業者のキャッシュレス化を推進することにより、
新しい生活様式を踏まえた地域経済の活性化を実現す
る。
②地域商業キャッシュレス化推進事業委託料
③導入推進事業費9,015千円、広告宣伝費2,772千円、シ
ステム使用料2,310千円、一般管理費1,872千円、キャン
ペーン原資12,000千円　合計27,969千円
④キャッシュレスの推進に取り組む市内商業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

③キャッシュレ
ス

R3.7 R4.3 27,969 27,969 27,969 R3補正（地）

18 単
通常事
業

中小企業実
態調査事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内中小
企業者の実態を調査することにより、ポストコロナへ向け
た施策展開の基礎づくりを行う。
②中小企業実態調査委託料
③アンケート調査人件費1,289千円、直接経費1,453千
円、諸費用387千円　合計3,129千円
④市内中小企業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

⑧地域経済の
可視化

R3.5 R4.3 3,129 3,129 3,129 R3補正（地）

19 単 通常事
業

51
ビジネスパ
ワーアップ補
助金

①新しい生活様式の実現や地域経済の再生を図るた
め、計画的に実施する新たな取組みに係る経費の一部
を助成する。
②③
新商品開発、販路開拓、人材育成等に係る経費
補助率　3/4、補助限度額　800千円×25件＝20,000千
円
④市内に事業所を有する中小企業者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 20,000 20,000 20,000 R3当初（地）

20 単 通常事
業

感染防止対
策協力金

①営業時間の短縮等の感染防止対策を実施する市内事
業者に協力金を給付することにより、感染症対策の充実
を図るとともに市内事業者の事業継続を支援する。
②③
感染防止対策協力金　14件×140千円＝1,960千円
④感染防止対策を実施する市内事業者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 1,960 1,960 1,960 R3補正（地）

21 単 通常事
業

地域公共交
通利用支援
事業

①コロナ禍の下、市民生活や経済活動の基盤となる地域
公共交通網を維持・確保するとともに、高齢者の移動手
段として、バスとタクシーの乗車に利用できるクーポン券
を配布し、地域公共交通の利用を促進する。
②③
業務委託（クーポン券作成、送付、回収、集計、精算）：
275,000千円
④令和3年度の年度年齢が65歳以上となる市民

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する
支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 275,000 275,000 275,000 R3補正（地）
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④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
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金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
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事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

22 単 通常事
業

28 電子書籍導
入事業

①インターネットを通じ、いつでもどこでも貸出・返却が可
能な電子書籍の整備数を充実させることにより、書籍等
を媒体とした感染リスクを軽減する。また、新型コロナウ
イルス感染症で重症化するリスクのある高齢者や持病の
ある方など、外出を控えている市民の読書活動を維持す
る。
②③LibrariE電子書籍　 平均単価2,800円×1,000タイト
ル＝2,800千円
TRC-DL電子書籍　平均単価4,000円×1,000タイトル＝
4,000千円
合計　6,800千円×1.1（消費税）＝7,480千円
④図書館利用者

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの
加速

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 7,480 7,480 7,480 R3当初（地）

23 単 通常事
業

28 電子書籍導
入事業

①インターネットを通じ、いつでもどこでも貸出・返却が可
能な電子書籍の整備数を充実させることにより、書籍等
を媒体とした感染リスクを軽減する。また、新型コロナウ
イルス感染症で重症化するリスクのある高齢者や持病の
ある方など、外出を控えている市民の読書活動を維持す
る。
②③
TRC-DL電子書籍（永続ライセンス）　平均単価4,000円
×1,500タイトル＝6,000千円
リッチコンテンツ（動画）電子書籍（永続ライセンス）　平均
単価10千円×230タイトル＝2,300千円
Read-Along（洋書）電子書籍（期限付＆永続ライセンス）
平均単価2,000円×300タイトル＝600千円
合計　8,900千円×1.1（消費税）＝9,790千円
④図書館利用者

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの
加速

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 9,790 9,790 9,790 R3補正（地）

24 単 通常事
業

102

新型コロナウ
イルス感染症
対策スクー
ル・サポート・
スタッフ配置
事業

①新型コロナウイルス感染症の感染防止のため校内の
消毒及び消毒液等の管理・補充の支援、手洗いの励行
や換気、健康管理等に係る学級担任等の補助等を実施
するため、スクール・サポート・スタッフを追加配置する。
②報酬、期末手当、費用弁償
③週5日×４時間/日の勤務
【既配置校の未配置期間分及び県補助金対象外部分】6
人：7・8月（18日）】　492,984円
報酬：＠1,062×6人×4H×18日＝458,784円
費用弁償：＠5,700×6人×1月＝34,200円
【未配置校　39人：5～10月（99日）】　22,035,873円
報酬：＠1,062×39人×4H×99日＝16,401,528円
期末手当：＠1,062×39人×4H×21日×1.3月×1.0＝
4,522,845円
費用弁償：＠5,700×39人×5月＝1,111,500円
合計　22,528,857円≒22,529千円
④市内小中学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環
境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.2 22,529 12,529 12,529 10,000 R3補正（地）

25 単 通常事
業

102

新型コロナウ
イルス感染症
対策学習指
導員配置事
業

①感染拡大防止策として、行事等の見直しや延期等に伴
う時間割変更等により生活リズムが乱れた子どものケア
や、密を避ける環境づくり等のために、学校教育活動を
支援する学習指導員を配置する。
②報酬、期末手当、費用弁償
③勤務時間　4日/週・4H/日　時給　1,043円
報酬＠770,986円×63人　期末手当＠182,232円×63人
費用弁償＠33,000円×63人　合計62,131,734円≒62,132
千円
④市内小中学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環
境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 62,132 62,132 62,132 R3補正（地）

26 単
通常事
業

12

小中学校健
康診断感染
症拡大防止
事業

①児童生徒の健康診断を行う際、児童生徒ならびに医
療従事者の感染要望対策用品を整備する。
②消耗品費
③
ニトリル手袋（50枚入り）　980円×1,160箱×1.1＝
1,250,480円
手指消毒液（１ﾘｯﾄﾙ）　1,380円×277本×1.1＝420,486
円
手指消毒液（５ﾘｯﾄﾙ）　3,600円×162本×1.1＝641,520
円
アルコール綿　360円×196箱×1.1＝77,616円
合計：2,390,102円≒2,391千円
④市内小中学校、学校医・学校歯科医

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,391 2,391 2,391 R3当初（地）

27 単
通常事
業

102

学校の臨時
休業に伴う
学習等への
支援事業（集
団宿泊行事
臨時補助金）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、修学旅
行及びスキー教室を延期又は中止し、それに伴うキャン
セル料等を公費負担することにより、保護者の負担を軽
減する。
②中学校の修学旅行及びスキー教室の中止に伴うキャ
ンセル料に対する補助
③
a.中学校修学旅行キャンセル料26,534,338円
　・対象：15校　　・生徒数：2,545人
b.中学校修学旅行の延期に伴う宿のキャンセル料
5,554,320円
　・対象：7校　　・生徒数：1,251人
c.中学校スキー教室キャンセル料37,808,163円
　・生徒数：3,298人
合計  69,896,821円（a+b+c）≒69,897千円
④生徒の保護者

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環
境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 69,897 69,897 69,897 R3補正（地）

28

29 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

入院待機者
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の自宅療養患者のうち血
中酸素飽和度の低下等により入院が必要な方（入院待
機者）等の重篤化を防ぐため、越谷市医師会と連携し、
入院先が決まるまでの間、在宅での応急的な処置（酸素
投与）を行う体制を整備する。
②委託料
③【初回訪問料】（平日）1,680千円、（土日祝）1,050千円
【再訪問料】（平日）840千円、（土日祝）525千円【休日待
機料】280千円【酸素濃縮器消毒業務】1,890千円【感染
対策作業料】756千円【コーディネート料】（平日）294千
円、（土日祝）183.75千円【休日待機料】140千円【コー
ディネート事務補助業務】252千円【酸素濃縮器保管場所
リース料】150千円
小計8,040.75千円×1.1=8,844.825千円≒8,845千円
④入院待機者
（基本的対処方針（令和3年8月17日変更）57ページ目）

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化
⑩医療 R3.8 R3.9 8,845 8,845 8,845 R3予備費（地）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

30 単

事業者
支援(②
感染症
対策強
化)

入院待機者
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の自宅療養患者のうち血
中酸素飽和度の低下等により入院が必要な方（入院待
機者）等の重篤化を防ぐため、越谷市医師会と連携し、
入院先が決まるまでの間、在宅での応急的な処置（酸素
投与）を行う体制を整備する。
②委託料
③【初回訪問料】（平日）7,200千円、（土日祝）4,650千円
【再訪問料】（平日）3,600千円、（土日祝）2,325千円【休日
待機料】1,240千円【酸素濃縮器消毒業務】8,190千円【感
染対策作業料】3,276千円【コーディネート料】（平日）
1,260千円、（土日祝）813.75千円【休日待機料】680千円
【コーディネート事務補助業務】1,092千円【酸素濃縮器保
管場所リース料】780千円
小計35,106.75千円×1.1=38,617.425千円
【保険（非課税）】388.8千円
合計39,006,225円≒39,007千円
④入院待機者
（基本的対処方針（令和3年8月17日変更）57ページ目）

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化
⑩医療 R3.10 R4.3 39,007 39,007 39,007 R3補正（地）

31 単 通常事
業

救急体制強
化事業

①新型コロナウイルスの急激な感染拡大による救急需
要の増加に対応するため、救急用資器材及び消毒用資
器材を追加配備し、救急出動体制の強化を図る。
②③
・救急バッグ57.6千円×5式＝288千円
・電子血圧計48.45千円×5式＝242.25千円
・パルスオキシメーター12千円×5式＝60千円
・非接触型体温計14.22千円×5式＝71.1千円
・聴診器14.8千円×5式＝74千円
・人工蘇生器（成人用）20.64千円×5式＝103.2千円
・人工蘇生器（乳児用）18.4千円×5式＝92千円
・喉頭鏡77.7千円×5式＝388.5千円
・酸素ボンベ用バッグ64.8千円×5式＝324千円
・酸素ボンベ減圧弁44千円×5式＝220千円
・CT積算計付オゾンガス発生器990千円×4式＝3,960千
円
・吸収缶付き活性炭マスク4.55千円×12式＝54.6千円
・オゾンガスセンサー58.5千円×4式＝234千円
合計6,111.650千円×1.1＝6,722.815千円≒6,723千円
④市民等（救急搬送される傷病者）

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R3.10 6,723 6,723 6,723 R3予備費（地）

32 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

稲作農業経
営者支援金

①新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外食需要の
減少により、米価の価格下落の影響を受ける市内稲作
農業経営者の経営安定等を図るため、支援金を給付す
る。
②③
自ら耕作する水田面積100㎡あたり1千円を給付
支援金：4,700,000㎡×1千円/100㎡＝47,000千円
事務費：会計年度任用職員報酬470千円、会計年度任用
職員期末手当200千円、社会保険料110千円、会計年度
任用職員費用弁償20千円、印刷製本費20千円、通信運
搬費80千円
④水田5,000㎡以上を自ら耕作し、稲作による農業収入
のある市内農業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.2 47,900 47,900 47,900 R3補正（地）

33 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

緊急事態措
置等影響緩
和支援金

①新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う飲食店の休
業や時短営業、外出自粛等により市内事業者が受けた
経営上の影響を緩和するため、支援金を給付する。
②③
中小企業者等影響緩和支援金：法人550者×300千円＋
個人800者×150千円＝285,000千円
事務費：会計年度任用職員報酬 320千円、会計年度任
用職員期末手当 200千円、社会保険料 80千円、会計年
度任用職員費用弁償 20千円、消耗品費 80千円、印刷
製本費 80千円、通信運搬費 120千円
④月次支援金の給付を受けた市内中小企業者等

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 285,900 285,900 285,900 R3補正（地）

34 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

学校保健特別対策事業費補助金
（学習保障等に係る支援事業及び感染症対策等の学校
教育活動継続支援事業に限る）
①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、市内小中
学校の全ての児童・生徒の机に飛沫防止ガードを設置す
る。
②市内小中学校生徒分の学習机用飛沫防止ガードの購
入
③小学校3年生以下（学校机飛沫防止ガード　低サイズ）
　 @400×9,200個×1.1＝4,048,000円・・・A
　小学校4年生以上（学校机飛沫防止ガード　通常サイ
ズ）
　＠413×18,500個×1.1＝8,404,550円・・・B
A+B　合計：12,452,550円≒12,453千円
④市内小中学校45校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.9 R3.12 12,453 12,453 6,226 6,227 6,227

感染症対策等の学校
教
育活動継続支援事業
（文部科学省）

R2補正（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
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分

事
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例
番
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特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

35 単
通常事
業

納税環境整
備事業

①新型コロナウイルス感染防止のため、対面納付の機
会を減少させるほか、納付者の利便性向上を図るため、
市税の納税手段に、新たにスマートフォン決済アプリ（ｄ
払い、ａｕ　ＰＡＹ、J-コイン等）を導入する。
②③電子納付環境整備委託料1,600千円
④納税者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人
への支援

③キャッシュレ
ス

R4.2 R4.3 1,600 1,600 1,600 R3補正（地）

36 〇 補 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

子ども・子育て支援交付金
①地域子育て支援拠点等において、感染症に対する強
い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に
提供していくため、必要なかかり増し経費のほか、感染
防止用に必要な備品購入等を補助する。
②かかり増し経費、感染防止用に必要な備品購入等
③補助上限額3,300千円（各箇所300千円×11箇所）に対
し、1,980千円(消毒用品等の購入費80千円×11か所+コ
ロナ除菌業者による消毒・清掃等の費用100千円×11箇
所）
④子育てサロン（５）、ファミリー・サポート・センター（１）、
保育ステーション（３）、病児保育室（２）

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R3.4 R4.3 1,980 1,980 660 660 660 660

 対象施設に
おけるクラス
ター発生件
数を０件とす
る。

 実施状況の
公表と効果
検証の際、
市HPに掲載
予定

子ども・子育て支援交
付金（内閣府）

R2補正（国）

37 〇 補
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

子ども・子育て支援交付金
①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、
感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供していくた
め、必要なかかり増し経費のほか、感染防止用に必要な
備品購入等を補助する。
②かかり増し経費、感染防止用に必要な備品購入等
③補助上限額13,800千円（各箇所300千円×46箇所）に
対し、6,244,000円（23施設分）
④幼稚園（こしがや「プラス保育」幼稚園事業実施園、一
時預かり実施園）、保育ステーション、民間地域子育て支
援センター

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R3.4 R4.3 6,244 6,244 2,081 2,082 2,082 2,081

 こしがや「プ
ラス保育」幼
稚園におけ
る臨時休園
発生率5％
以内（延べ
臨時休園日
数/延べ開
園日数）

 実施状況の
公表と効果
検証の際、
市HPに掲載
予定

子ども・子育て支援交
付金（内閣府）

R2補正（国）

38 〇 補
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

子ども・子育て支援交付金
①地域子育て支援拠点等において、職員が感染症対策
の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくために
必要な経費を補助する。
②③
・感染症対策に要した超過勤務手当等のかかり増し経費
　660,000円　・・・A
・感染防止用の備品購入等
　R3.12月までの実績(アルコール）　11,080円…B
（内訳）
　　アルコール　＠3420×3缶×消費税1.08＝11,080円
　R4.1～3月見込額　229,394円…B’
（内訳）
　　アルコール　＠3420×9缶×消費税1.08＝33,242円
　　シャボネット　＠16,000×3箱×消費税1.1＝52,800円
　　ペーパータオル　＠3300×36箱×消費税1.1＝
130,680円
　　ビニール手袋　＠320×36箱×消費税1.1＝12,672円
　（B+B’）　240,454円　・・・C
　A＋C＝900,474＝900千円
④公立地域子育て支援センター3か所（増林・荻島・新
方）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 900 900 300 300 300 300

 地域子育て
支援セン
ター開所率
（1-（休園日
数/開所必
要日数）
*100）
90％

 実施状況の
公表と効果
検証の際、
市HPに掲載
予定

子ども・子育て支援交
付金（内閣府）

R2補正（国）

39 〇 補 12 子ども・子育
て支援交付金

内閣府

子ども・子育て支援交付金
①コロナ禍における学童保育事業の継続に係る事業費
の補助
②学校の臨時休校等における１日保育実施に係る経
費、学童保育室臨時休室に伴う利用者への保育料減免
にかかる経費、学童保育室の感染拡大防止対策に必要
な経費
③④市内の公設学童保育室及び民間学童保育室：計52
施設
小学校臨時休校等の１日保育実施日数：17日
（対象経費：4,389,200円・・・A
　　　　内訳：公設学童保育室　4,136,700円
　　　　　　　　民間学童保育室　252,500円）
保育料の返還にかかる経費
（対象経費：40,900円・・・B
　　　　内訳：公設学童保育室　40,900円
　　　　　　　　民間学童保育室　　　　 0円）
感染拡大防止対策に必要な経費
（対象経費：1,245,000円・・・C
　　　　内訳：公設学童保育室　445,000円
　　　　　　　　民間学童保育室　800,000円）
　合計　A+B+C=5,675,100≒5,675千円

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環
境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,675 5,675 1,891 1,893 1,893 1,891

 学校の臨時
休校等にお
ける１日保
育に全日数
対応する。

 HP、対象者
への通知、
Cityメール

子ども・子育て支援交
付金（内閣府）

R2補正（国）

40 〇 補
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業
のうち新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、
感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供していくた
め、必要なかかり増し経費のほか、感染防止用に必要な
備品購入等を補助する。
②かかり増し経費、感染防止用に必要な備品購入等
③補助上限額46,100千円（定員に応じ、300千円、400千
円、500千円の補助上限額あり、128箇所）に対し、決算
見込み額36,289千円（103施設分）
④私立保育園、認定こども園、地域型保育事業所、認可
外保育施設

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
①３密対策 R3.4 R4.3 36,289 36,289 18,144 18,145 18,145

 認可保育施
設等におけ
る臨時休園
発生率5％
以内（延べ
臨時休園日
数/延べ開
園日数）

 施設単位の
補助であるた
め、対象施設
等に対し補
助制度及び
申請等につ
いて個別に
周知

保育対策総合支援事
業費補助金（厚生労働
省）

R2補正（国）
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

41 〇 補
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業
のうち新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所等において、職員が感染症対策の徹底を図り
ながら保育を継続的に実施していくために必要な経費を
補助する。
②③
・感染症対策に要するかかり増し経費（超過勤務手当）
決算見込額　7,560,000円…A
・感染防止用の備品購入等
　R3.12月まで実績（手袋・アルコール）　155,966円…B
　（内訳）使い捨て手袋　＠1,700×2箱×18施設×消費
税1.1
＝67,320円　アルコール　＠3420×24缶×消費税1.08＝
88,646円　R4.1～3月見込額　1,285,000円…B'
　　（内訳）
　アルコール　＠3420×74缶×消費税1.08＝273,326円
　シャボネット　＠16,000×18箱×消費税1.1＝316,800円
　ペーパータオル　＠3300×216箱×消費税1.1＝
784,080円
　ビニール手袋　＠320×216箱×消費税1.1＝76,032円
決算見込額（B+B'）=1,450,238円・・・C
合計　A+C　＝9,010,238≒9,000千円
④公立保育所18か所

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 9,000 9,000 4,500 4,500 4,500

 保育所開所
率（1-（休園
日数/開所
必要日数）
*100）
90％

 特になし
保育対策総合支援事
業費補助金

R2補正（国）

42 〇 補 12
障害者総合
支援事業費
補助金

厚労

障害者総合支援事業費補助金（新型コロナウイルス感染
症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス
継続支援事業）
新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業
所等に対するサービス継続支援事業

①新型コロナウイルス感染症の発生に伴う障害福祉
サービス等の提供体制に対する影響を最小限に留める
ため、感染者等が発生した場合に、サービスの継続に必
要な経費を支援する。
②利用者及び職員に感染者が発生した事業所におい
て、建物の消毒に要する費用や衛生・防護用品の購入
費用、職員の感染等に伴う人員確保等、サービス継続に
必要な経費
③補助上限額3,168千円（令和３年度コロナ発生事業所
児童発達支援271千円×6事業所、放課後等デイサービ
ス257千円×6事業所）
④障がい児通所支援事業所

－ － － － － －

③-Ⅱ-１．安
全・安心を確
保した社会経
済活動の再開

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,168 3,168 2,112 1,056 1,056

 対象施設に
おけるクラス
ター発生件
数を０件とす
る。

 実施状況の
公表と効果
検証の際、
市HPに掲載
予定市HPで
公表

障害者総合支援事業
費補助金（厚生労働
省）

R3補正（国）

43 〇 補
母子保健衛
生費補助金

厚労

母子保健衛生費補助金(新型コロナウイルス感染症の流
行下における妊産婦総合対策事業（令和２年度第三次
補正予算分)
①新型コロナウイルス感染症の流行下において、妊産婦
の不安を軽減するため、分娩前妊婦PCR検査を実施す
るとともに、新型コロナウイルスに感染した妊産婦等に対
し、退院後、助産師、保健師等が、電話や訪問などで寄
り添った支援を実施する。
②・③
(1)不安を抱える妊婦等への分娩前のPCR検査委託料
　　　20,000円×700人＝14,000千円
(2)寄り添い支援助産師委託料
　　　15,000円×10人×20回＝300千円
　　 医療機関事務手数料
　　　　2,500円×10人＝25千円
④
(1)不安を抱える妊婦等への分娩前のPCR検査
    強い不安を抱える妊婦、もしくは基礎疾患を有する妊
婦
 (2)ウイルスに感染した妊産婦への支援
    強い不安を抱える妊婦、もしくは基礎疾患を有する妊
婦

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期
発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 14,325 14,325 7,162 7,163 7,163

 PCR検査
　　　　700人

寄添い支援
　　　　　10人

 ・母子健康
手帳交付
時、妊婦全
数面談で周
知

・HP、産科医
療機関で周
知

母子保健衛生費補助
金（厚生労働省）

R2補正（国）

44 〇 補 母子保健衛
生費補助金

厚労

母子保健衛生費補助金(新型コロナウイルス感染症の流
行下における妊産婦総合対策事業（令和２年度第三次
補正予算分)
①　新型コロナウイルス感染症の流行下において、幼児
集団健診に個別健診を加え、感染予防対策及び市民の
利便性を図ると伴に、幼児健康診査の受診率向上を図
る。
②・③
　　　幼児個別健康診査委託料(医科・歯科)　4,219千円
　(1)　1.6歳児健診(医科)委託料　5,588円×200人＝
1,117,600円
　　　 1.6歳児健診(歯科)委託料　4,785円×200人＝
957,000円
  (2)  3歳児健診(医科)委託料　　5,940円×200人＝
1,188,000円
　　　 3歳児健診(歯科)委託料　　4,785円×200人＝
957,000円
④
　 (1)   1.6歳児健診  1歳8か月～2歳未満
　 (2)   3歳児健診　　3歳6か月～4歳未満

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,219 3,776 1,888 1,888 1,888 443  健診受診率
の向上

 ・集団健診
の個別通知
で周知
・HPで周知

母子保健衛生費補助
金（厚生労働省）

R2補正（国）

45 〇 補
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

保育対策総合支援事業費補助金（保育所等業務効率化
推進事業）
①公立保育所１８か所に、保育業務に係るICT等を活用
したシステムを導入し、利用者及び保育所職員の負担軽
減を図るとともに、登降所管理を非接触により行う。ま
た、保護者との連絡手段及びおたより等の配布方法をア
プリによる配信に置き換えることで、人との接触の機会を
減らし、感染リスクの軽減を図る。
②公立保育所１８か所にシステムを導入するための必要
経費
③導入費　決算見込額　2,925,087円
　（内訳）
　・設置費用　990,000円
　・設定費用　792,000円
　・帳票作成サポート　100,000円
　・研修費　200,000円
　・設置備品等　577,170円
　・消費税　265,917円
④公立保育所18か所

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.1 2,925 2,925 800 2,125 2,125

 保育所にお
ける事務作
業時間の削
減（初年度
は1,098分／
1か所の削
減を目指す）

 対象は保育
所の利用者
となるため、
利用者宛に
通知文等で
周知

保育対策総合支援事
業費補助金
（厚生労働省）

R2補正（国）
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

46 〇 単
通常事
業

102

障がい児通所
支援事業所
従事者PCR検
査事業

①障害児通所支援事業所における新型コロナウイルス
感染症クラスターの発生防止を目的に、事業所の職員が
PCR検査を希望する場合の費用を負担する。
②PCR検査費用
③＜2月～3月＞
・障がい児通所支援事業所　72施設　職員700人
　700人×50%×4回×＠11,550円/人（税込）＝
16,170,000円
④対象者
市内の通所支援事業所の従事者でＰＣＲ検査を希望する
者

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 16,170 16,170 16,170

 対象施設に
おけるクラス
ター発生件
数を０件とす
る。

 対象事業所
に対して周知

R3当初（地）

47 〇 単 通常事
業

1
地域医療提
供体制確保
事業

①新型コロナウイルス感染症に対する診療や検査体制
に万全を期すため、休日（祝日・年末年始）当番医の体
制拡充を図る。
②委託料
③祝日
　　　⑴＠150,700円×延べ20医療機関＝3,014,000円
　年末年始
　　　⑵＠200,200円×延べ14医療機関＝2,802,800円
　　  ⑶＠146,920円×延べ 2医療機関＝   293,840円
　　　合計6,110,640円≒6,111千円
④越谷市医師会（実施医療機関）

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,111 6,111 6,111

 祝日、年末
年始に新型
コロナウイ
ルス感染症
に対する診
療や検査を
実施する医
療機関を１
日あたり２医
療機関程度
確保する。

 HP
広報こしがや
Cityメール
LINE
Twitter

R3補正（地）

48 〇 単 通常事
業

乳幼児コミュ
ニケーション
発育支援事
業

①就学前児童への保育において、コロナ禍では感染拡
大防止のため保育士等がマスクの着用を余儀なくされて
いるが、保育士等の口元が見えないことにより、児童のコ
ミュニケーション面の発育に影響を及ぼすことが懸念され
ていることから、「口元の見えるマスク」を各施設の保育
士に配付し保育時に使用することにより、感染拡大防止
を図りつつ児童のコミュニケーションへの発育を促す保育
が行う。
②「口元の見えるマスク」の購入
③＠1,480円（税込み）／枚×510人分（予備含む）×2枚
/人＝1,509,600円
④公立保育所の保育士（正規及び会計年度任用職員）

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
⑨教育 R4.2 R4.3 1,510 1,510 1,510

 口元の見え
るマスクを
使った保育
を行う頻度
及び時間：
週に2日、1
日あたり４時
間程度

 HP公表、
Cityメール

R3補正（地）


